
第４２号議案 

 

 

 

 

臨時代理の承認について 

   （群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則について） 

 

 

 このことについて、緊急やむを得ない理由により別紙のとおり臨時代理しましたので、教育長

に対する権限委任等に関する規則第５条第２項の規定により、その承認を求めます。 

 

 

 

 

 令和５年１２月２２日 

 

 

 

 

                              群 馬 県 教 育 委 員 会 

                                                          教育長  平 田 郁 美 

 



 

   群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する 

   規則の概要 

 

                                      学校人事課 

 

１．改正の概要 

   令和５年人事委員会報告及び勧告に基づく給与改定等及び県立みらい共創中学校の設置（令

和６年４月１日開校予定）のため所要の改正を行うもの。 

 

 

２．改正内容 

 （１） 群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則の一部改正 

① 人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う、令和５年 12月期以降の勤勉手当の成績率の改

正 

② 人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う、令和６年６月期以降の勤勉手当の成績率の改

正 

③ 夜間学級担当手当の新設 

 （２） 平成 18年改正規則の一部改正 

   ① 経過措置として規定した令和５年 12月期以降の勤勉手当の成績率の上限の改正 

   ② 経過措置として規定した令和６年６月期以降の勤勉手当の成績率の上限の改正 

 

 

３．施行期日 

 ・ ２の（１）①、（２）①：公布日 

 ・ ２の（１）②及び③、（２）②：令和６年４月１日 



群
馬
県
公

立
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校
職
員

の

給
与
の
支

給
に

関
す
る

規

則
等
の
一

部
を

改
正
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る
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則
を
こ

こ
に

公
布
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
二
日 

群
馬
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

平 

田 

郁 

美 
 

 

群
馬
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
十
号 

群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

（
群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
群
馬
県
教
育
委

員
会
規
則
第
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
四
十

四
条

の
七

第
一
項

第
一
号

中
「

百
分

の
百
二

十
以
上

百
分

の
二

百
」
を

「
百
分

の

百

二
十
四
以

上
百

分
の
二

百

十
」
に
改

め
、

同
項
第

二

号
中
「
百

分
の

百
八
・

五

以
上
百
分

の
百

二
十
」
を

「
百

分
の
百

十

二
・
五
以

上
百

分
の
百

二

十
四
」
に

改
め

、
同
項

第

三
号
及
び

第
四

号
中
「
百
分
の
九
十
七
」
を
「
百
分
の
百
一
」
に
改
め
る
。 

第
四
十

四
条

の
七

の
二
第

一
項
第

一
号

中
「

百
分
の

四
十
九

・
五

」
を

「
百
分

の
五
十

一

・ 

五
」
に
改

め
、

同
項
第

二

号
及
び
第

三
号

中
「
百

分

の
四
十
六

」
を

「
百
分

の

四
十
八
」

に
改

め
る
。 

第
二
条 

群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
二
十
八
条
の
十
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
夜
間
学
級
担
当
手
当
） 

第
二
十
八

条
の

十
一 

教

育
職
員
が

条
例

第
十
七

条

第
一
項
第

十
四

号
に
定

め

る
業
務
に

従
事

し
た
場

合
に

は
、

勤
務
一

月
に
つ

き
当

該
職

員
の
給

料
月
額

に
、

次
の

各
号
に

掲
げ
る

教

育

職
員
の

区
分

に
応

じ
、
そ

れ
ぞ
れ

当
該

各
号

に
定
め

る
率
を

乗
じ

て
得

た
額
の

手
当
を

支

給

す
る
。 

一 

夜

間
学

級
を

置
く
中

学
校
の

校
長

（
本

務
と
し

て
当
該

中
学

校
の

校
長
の

職
に
あ

る

者

に
限

る
。

）
、

本
務

と
し

て
夜

間
学

級
に

関
す

る
校

務
を

つ
か

さ
ど

る
副

校
長

及
び

本
務

と
し
て
夜
間
学
級
に
関
す
る
校
務
を
整
理
す
る
教
頭 

百
分
の
七 

二 

夜
間

学
級

を
置
く

中

学
校
の
教

員
（

本
務
と

し

て
夜
間
学

級
の

教
育
に

従

事
す
る
教

諭
、

養
護
教
諭
、
栄
養
教
諭
、
助
教
諭
、
養
護
助
教
諭
及
び
講
師
に
限
る
。
） 

百
分
の
九 

第

三

十

条

中

「

特

殊

勤

務

手

当

」

の

下

に

「

（

第

二

十

八

条

の

十

一

に

定

め

る

手

当

を

除

く
。
）
」
を
加
え
る
。 

第
三
十

一
条

第
一

項
中
「

特
殊
勤

務
手

当
は

、
」
を

「
特
殊

勤
務

手
当

（
第
二

十
八
条

の

十

一
に
定
め

る
手

当
を
除

く

。
）
は
」

に
改

め
、
「

支

給
定
日
に

」
の

下
に
「

支

給
し
、
同

条
に

定
め
る
手
当
は
給
料
の
支
給
方
法
に
準
じ
て
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

４ 

第
二

十
八

条
の
十

一

に
定
め
る

手
当

は
、
月

の

一
日
か
ら

末
日

ま
で
の

間

に
お
い
て

引
き

続
き
十
六
日
以
上
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
支
給
し
な
い
。 

一 

出
張
中
の
場
合 

二 

研
修
中
の
場
合 

三 

勤

務
し

な
か

つ
た
場

合
（
条

例
第

二
十

六
条
第

一
項
の

場
合

及
び

公
務
上

の
負
傷

若

し

く
は

疾
病

又
は

通
勤

に
よ

る
負

傷
若

し
く

は
疾

病
（

派
遣

を
さ

れ
た

学
校

職
員

の
派

遣
先

の

機

関

の

業

務

上

の

負

傷

若

し

く

は

疾

病

又

は

通

勤

に

よ

る

負

傷

若

し

く

は

疾

病

を

含



む
。

）
に

よ
り

、
条

例
第

十
八

条
の

規
定

に
よ

り
勤

務
し

な
い

こ
と

に
つ

き
特

に
承

認
が

あ
つ
た
場
合
を
除
く
。
） 

第
四
十

四
条

の
七

第
一
項

第
一
号

中
「

百
分

の
百
二

十
四
以

上
百

分
の

二
百
十

」
を
「

百

分

の
百
二
十

一
・

五
以
上

百

分
の
二
百

五
」

に
改
め

、

同
項
第
二

号
中

「
百
分

の

百
十
二
・

五
以

上
百
分
の

百
二

十
四
」

を

「
百
分
の

百
十

以
上
百

分

の
百
二
十

一
・

五
」
に

改

め
、
同
項

第
三

号
及
び
第
四
号
中
「
百
分
の
百
一
」
を
「
百
分
の
九
十
八
・
五
」
に
改
め
る
。 

第
四
十

四
条

の
七

の
二
第

一
項
第

一
号

中
「

百
分
の

五
十
一

・
五

」
を

「
百
分

の
五
十

・

二 

五

」

に

改

め

、

同

項

第

二

号

及

び

第

三

号

中

「

百

分

の

四

十

八

」

を

「

百

分

の

四

十

六

・

七 

五
」
に
改
め
る
。 

第

四

十

四

条

の

十

一

第

一

号

中

「

も

の

」

の

下

に

「

（

次

号

に

掲

げ

る

学

校

職

員

を

除

く
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

二 

条

例
第

二
十

四
条
の

三
第
一

項
に

規
定

す
る
学

校
職
員

で
第

二
十

八
条
の

十
一
に

定

め

る
手

当
を

支
給

さ
れ

る
も

の 

そ
の

者
の

属
す

る
職

務
の

級
及

び
そ

の
者

の
受

け
る

号
給

に
対

応
す

る
別

表
第

九
に

掲
げ

る
額

に
四

分
の

三
を

乗
じ

て
得

た
額

（
同

条
に

定
め

る
手

当
の
支
給
を
受
け
な
い
期
間
に
あ
つ
て
は
、
別
表
第
九
に
掲
げ
る
額
） 

（
群
馬
県
公

立
学
校

職
員

の
給
与
の
支

給
に
関

す
る

規
則
等
の
一

部
を
改

正
す

る
規
則
の
一

部

改 

正
） 

第
三
条 

群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
平

成
十
八
年
群
馬
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

附
則
第
四
項
中
「
百
分
の
二
百
」
を
「
百
分
の
二
百
十
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
五
項
中
「
百
分
の
九
十
五
」
を
「
百
分
の
百
」
に
改
め
る
。 

第
四
条 

群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

附
則
第
四
項
中
「
百
分
の
二
百
十
」
を
「
百
分
の
二
百
五
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
五
項
中
「
百
分
の
百
」
を
「
百
分
の
九
十
七
・
五
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
及
び
第
四
条
の
規
定
は
、
令
和

六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
群
馬
県
公
立
学
校
職
員
の
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
則
第
四

十
四
条
の

七
第

一
項
及

び

第
四
十
四

条
の

七
の
二

第

一
項
並
び

に
第

三
条
の

規

定
に
よ
る

改
正

後
の
群
馬

県
公

立
学
校

職

員
の
給
与

の
支

給
に
関

す

る
規
則
等

の
一

部
を
改

正

す
る
規
則

附
則

第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
令
和
五
年
十
二
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。 
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群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則（昭和三十五年十一月四日教育委員会規則第十七号）の一部を改正する規則新旧対照表（第一条関係） 

 

改正後 改正前 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率） 

第四十四条の七 定年前再任用短時間勤務学校職員以外の学校職員の成績

率は、当該学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成

績の証明に基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分の

いずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、

教育委員会が定めるものとする。ただし、教育委員会は、その所属の条

例第二十四条第一項の学校職員が著しく少数であること等の事情によ

り、第一号及び第二号に定める成績率によることが著しく困難であると

認める場合には、あらかじめ人事委員会と協議して、別段の取扱いをす

ることができる。 

第四十四条の七 定年前再任用短時間勤務学校職員以外の学校職員の成績

率は、当該学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成

績の証明に基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分の

いずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、

教育委員会が定めるものとする。ただし、教育委員会は、その所属の条

例第二十四条第一項の学校職員が著しく少数であること等の事情によ

り、第一号及び第二号に定める成績率によることが著しく困難であると

認める場合には、あらかじめ人事委員会と協議して、別段の取扱いをす

ることができる。 

一 勤務成績が特に優秀な学校職員 百分の百二十四以上百分の二百十

以下 

一 勤務成績が特に優秀な学校職員 百分の百二十以上百分の二百 

以下 

二 勤務成績が優秀な学校職員 百分の百十二・五以上百分の百二十四

未満 

二 勤務成績が優秀な学校職員 百分の百八・五以上百分の百二十 

未満 

三 勤務成績が良好な学校職員 百分の百一 三 勤務成績が良好な学校職員 百分の九十七 

四 勤務成績が良好でない学校職員 百分の百一未満 四 勤務成績が良好でない学校職員 百分の九十七未満 

２～３ （略） ２～３ （略） 

第四十四条の七の二 定年前再任用短時間勤務学校職員の成績率は、当該

学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に

基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分のいずれに該

当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、教育委員会

が定めるものとする。 

第四十四条の七の二 定年前再任用短時間勤務学校職員の成績率は、当該

学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に

基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分のいずれに該

当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、教育委員会

が定めるものとする。 

一 勤務成績が優秀な学校職員 百分の五十一・五以上 一 勤務成績が優秀な学校職員 百分の四十九・五以上 

二 勤務成績が良好な学校職員 百分の四十八 二 勤務成績が良好な学校職員 百分の四十六 

三 勤務成績が良好でない学校職員 百分の四十八未満 三 勤務成績が良好でない学校職員 百分の四十六未満 

２ 前条第二項の規定は、前項第三号に該当するものとして成績率を定め ２ 前条第二項の規定は、前項第三号に該当するものとして成績率を定め
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改正後 改正前 

る場合に準用する。 る場合に準用する。 
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群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則（昭和三十五年十一月四日教育委員会規則第十七号）の一部を改正する規則新旧対照表（第二条関係） 

 

改正後 改正前 

（夜間学級担当手当）  

第二十八条の十一 教育職員が条例第十七条第一項第十四号に定める業務

に従事した場合には、勤務一月につき当該職員の給料月額に、次の各号

に掲げる教育職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて

得た額の手当を支給する。 

一 夜間学級を置く中学校の校長（本務として当該中学校の校長の職に

ある者に限る。）、本務として夜間学級に関する校務をつかさどる副

校長及び本務として夜間学級に関する校務を整理する教頭 百分の七 

二 夜間学級を置く中学校の教員（本務として夜間学級の教育に従事す

る教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭及び講師に限る。） 

百分の九 

（新設） 

（特殊勤務実績簿） （特殊勤務実績簿） 

第三十条 この章で定める特殊勤務手当（第二十八条の十一に定める手当

を除く。）は、別に定める様式による特殊勤務実績簿により支給するも

のとする。 

第三十条 この章で定める特殊勤務手当                

    は、別に定める様式による特殊勤務実績簿により支給するものと

する。 

（支給方法） （支給方法） 

第三十一条 この章で定める特殊勤務手当（第二十八条の十一に定める手

当を除く。）は その月分を翌月の支給定日に支給し、同条に定める手

当は給料の支給方法に準じて支給する。ただし、やむを得ない事情があ

るときは、この限りでない。 

第三十一条 この章で定める特殊勤務手当                

    は、その月分を翌月の支給定日に              

                   支給する。ただし、やむを得

ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 第十条第一項に規定する学校職員には、条例第二十二条の二の規定に

より管理職員特別勤務手当が支給される日については、第二十七条及び

第二十八条の四から第二十八条の七までに定める手当は、支給しない。 

２ 第十条第一項に規定する学校職員には、条例第二十二条の二の規定に

より管理職員特別勤務手当が支給される日については、第二十七条及び

第二十八条の四から第二十八条の七までに定める手当は、支給しない。 

３ 同一の日において、第二十八条の四から第二十八条の七までに定める

二以上の業務に従事した場合は、最も高い手当の額の一の業務に係る手

当を支給する。 

３ 同一の日において、第二十八条の四から第二十八条の七までに定める

二以上の業務に従事した場合は、最も高い手当の額の一の業務に係る手

当を支給する。 

４ 第二十八条の十一に定める手当は、月の一日から末日までの間におい （新設） 
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改正後 改正前 

て引き続き十六日以上次の各号のいずれかに該当する場合は、支給しな

い。 

一 出張中の場合 

二 研修中の場合 

三 勤務しなかつた場合（条例第二十六条第一項の場合及び公務上の負

傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病（派遣をされた学校

職員の派遣先の機関の業務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷

若しくは疾病を含む。）により、条例第十八条の規定により勤務しな

いことにつき特に承認があつた場合を除く。） 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率） 

第四十四条の七 定年前再任用短時間勤務学校職員以外の学校職員の成績

率は、当該学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成

績の証明に基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分の

いずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、

教育委員会が定めるものとする。ただし、教育委員会は、その所属の条

例第二十四条第一項の学校職員が著しく少数であること等の事情によ

り、第一号及び第二号に定める成績率によることが著しく困難であると

認める場合には、あらかじめ人事委員会と協議して、別段の取扱いをす

ることができる。 

第四十四条の七 定年前再任用短時間勤務学校職員以外の学校職員の成績

率は、当該学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成

績の証明に基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分の

いずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、

教育委員会が定めるものとする。ただし、教育委員会は、その所属の条

例第二十四条第一項の学校職員が著しく少数であること等の事情によ

り、第一号及び第二号に定める成績率によることが著しく困難であると

認める場合には、あらかじめ人事委員会と協議して、別段の取扱いをす

ることができる。 

一 勤務成績が特に優秀な学校職員 百分の百二十一・五以上百分の二

百五以下 

一 勤務成績が特に優秀な学校職員 百分の百二十四以上百分の二百十

以下 

二 勤務成績が優秀な学校職員 百分の百十以上百分の百二十一・五未

満 

二 勤務成績が優秀な学校職員 百分の百十二・五以上百分の百二十四

未満 

三 勤務成績が良好な学校職員 百分の九十八・五 三 勤務成績が良好な学校職員 百分の百一 

四 勤務成績が良好でない学校職員 百分の九十八・五未満 四 勤務成績が良好でない学校職員 百分の百一未満 

２～３ （略） ２～３ （略） 

第四十四条の七の二 定年前再任用短時間勤務学校職員の成績率は、当該

学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に

第四十四条の七の二 定年前再任用短時間勤務学校職員の成績率は、当該

学校職員の職務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に
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改正後 改正前 

基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分のいずれに該

当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、教育委員会

が定めるものとする。 

基づき、当該学校職員が次の各号に掲げる学校職員の区分のいずれに該

当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、教育委員会

が定めるものとする。 

一 勤務成績が優秀な学校職員 百分の五十・二五以上 一 勤務成績が優秀な学校職員 百分の五十一・五以上 

二 勤務成績が良好な学校職員 百分の四十六・七五 二 勤務成績が良好な学校職員 百分の四十八 

三 勤務成績が良好でない学校職員 百分の四十六・七五未満 三 勤務成績が良好でない学校職員 百分の四十八未満 

２ 前条第二項の規定は、前項第三号に該当するものとして成績率を定め

る場合に準用する。 

２ 前条第二項の規定は、前項第三号に該当するものとして成績率を定め

る場合に準用する。 

第四十四条の十一 義務教育等教員特別手当の月額は、次の各号に掲げる

学校職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額（短時間勤務学校職員に

あつては、その額に短時間勤務学校職員に係る算出率とし、その額に一

円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

第四十四条の十一 義務教育等教員特別手当の月額は、次の各号に掲げる

学校職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額（短時間勤務学校職員に

あつては、その額に短時間勤務学校職員に係る算出率とし、その額に一

円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

一 条例第二十四条の三第一項に規定する学校職員で小学校中学校教育

職給料表の適用を受けるもの（次号に掲げる学校職員を除く。） そ

の者の属する職務の級及びその者の受ける号給（その者が定年前再任

用短時間勤務学校職員であるときは、その者の属する職務の級とする。

以下同じ。）に対応する別表第九に掲げる額 

一 条例第二十四条の三第一項に規定する学校職員で小学校中学校教育

職給料表の適用を受けるもの                 そ

の者の属する職務の級及びその者の受ける号給（その者が定年前再任

用短時間勤務学校職員であるときは、その者の属する職務の級とする。

以下同じ。）に対応する別表第九に掲げる額 

二 条例第二十四条の三第一項に規定する学校職員で第二十八条の十一

に定める手当を支給されるもの その者の属する職務の級及びその者

の受ける号給に対応する別表第九に掲げる額に四分の三を乗じて得た

額（同条に定める手当の支給を受けない期間にあつては、別表第九に

掲げる額） 

 二 削除 

 三～七 （略）  三～七 （略） 
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群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則（平成18年群馬県教育委員会規則第25号）の一部を改正する規則新旧対照表（第三条関係） 

 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～３（略） １～３（略） 

（勤勉手当の成績率に係る経過措置） （勤勉手当の成績率に係る経過措置） 

４ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七第一項第一号から第三号までに規定する学校職員の成績

率は、これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の二百十の範囲内で、

教育委員会が定めるものとする。 

４ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七第一項第一号から第三号までに規定する学校職員の成績

率は、これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の二百の範囲内で、

教育委員会が定めるものとする。 

５ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七の二第一号及び第二号に規定する学校職員の成績率は、

これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の百の範囲内で、教育委員

会が定めるものとする。 

５ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七の二第一号及び第二号に規定する学校職員の成績率は、

これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の九十五の範囲内で、教育

委員会が定めるものとする。 

６（略） ６（略） 
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群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則（平成18年群馬県教育委員会規則第25号）の一部を改正する規則新旧対照表（第四条関係） 

 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～３（略） １～３（略） 

（勤勉手当の成績率に係る経過措置） （勤勉手当の成績率に係る経過措置） 

４ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七第一項第一号から第三号までに規定する学校職員の成績

率は、これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の二百五の範囲内で、

教育委員会が定めるものとする。 

４ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七第一項第一号から第三号までに規定する学校職員の成績

率は、これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の二百十の範囲内で、

教育委員会が定めるものとする。 

５ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七の二第一号及び第二号に規定する学校職員の成績率は、

これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の九十七・五の範囲内で、

教育委員会が定めるものとする。 

５ 第一条による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則

第四十四条の七の二第一号及び第二号に規定する学校職員の成績率は、

これらの規定にかかわらず、当分の間、百分の百の範囲内で、教育委員

会が定めるものとする。 

６（略） ６（略） 
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   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第二条及び第四条の規定は、令和六年四月一日から施行する。 

２ 第一条の規定による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則第四十四条の七第一項及び第四十四条の七の二第一項並びに第三条の規

定による改正後の群馬県公立学校職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則附則第四項及び第五項の規定は、令和五年十二月一日から適

用する。 


